
E 新しい建設産業像を考える

発注者、設計者、施工者と多くの関係

者が密接に関わる建設生産システム。設

計・施工段階では、コ二期短縮やコスト削

減、品質・安全性の向上を実現するため、

業務の合理化や作業の効率化の取り組み

が進められてきた。今、新たな時代のニー

ズ、への対応や課題解決のために、建設生

産システムのさらなる改革が求められて

いる。

建
設
生
産
は
、
構
造
物
の
企
画
・
構
社
的
な
品
質
改
善
に
つ
な
げ
て
い
る
。

想
、
設
計
、
施
工
、
維
持
管
理
の
各
プ
こ
う
し
た
一
連
の
取
り
組
み
は
、
点

ロ
セ
ス
か
ら
構
成
さ
れ
る
。
そ
れ
ぞ
れ
在
す
る
現
場
の
運
営
を
本
社
や
支
屈
が

の
段
階
で
そ
れ
ぞ
れ
の
関
係
者
が
責
任
一
一
元
的
に
コ
ン
ト
ロ
ー
ル
す
る
こ
と
に

と
役
割
を
分
担
し
な
が
ら
プ
ロ
ジ
ェ
ク
も
役
立
っ
て
い
る
。
工
事
の
管
理
が
現

ト

が

進

む

。

場

ご

と

に

ば

ら

ば

ら

で

は

、

利

益

の

把

現
場
で
は
発
注
者
の
意
図
を
的
確
に
握
も
難
し
い
。
あ
る
ゼ
ネ
コ
ン
の
幹
部

捉
え
、
よ
り
高
品
質
の
構
造
物
を
経
済
h

は
「
厳
し
い
受
庄
競
争
下
で
赤
字
工
事

的
・
効
率
的
に
造
り
上
げ
る
た
め
、
さ
が
増
え
る
と
、
工
事
の
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト

ま
ざ
ま
な
取
り
組
み
が
展
開
さ
れ
て
き
を
現
鼠
に
任
せ
き
り
に
す
る
こ
と
は
で

た
。
建
設
業
界
で
は
1
9
8
0
1叩
年
き
な
い
」
と
一
一
一
回
う
。

代
に
、
製
造
業
を
中
心
に
用
い
ら
れ
て

い
た
総
合
的
品
質
管
理

(
T
Q
M
)
の

導
入
や
品
質
管
理
に
関
す
る
国
際
標
準

規
格

(
I
S
0
9
0
0
0シ
リ
ー
ズ
)

口

• 
口

て
き
た
の
に
伴
い
、

3
次
元
C
A
Dな

ど
よ
り
高
度
な
I
T
ツ
ー
ル
に
対
す
る

ニ
ー
ズ
も
高
ま
っ
た
。
あ
る
ゼ
ネ
コ
ン

の
建
築
部
門
の
担
当
者
は
「
超
高
層
マ

ン
シ
ョ
ン
な
ど
で
は
、
必
要
な
資
材
や

労
務
量
が
大
幅
に
増
え
、
工
程
管
理
も

複
雑
化
し
て
い
る
。
生
産
効
率
を
高
め

る
た
め
の
プ
レ
キ
ャ
ス
ト

(
p
c
a
)

化
な
ど
と
連
動
し
、

3
次
元
C
A
Dも

建
設
生
産
シ
ス
テ
ム
に
必
か
凶
に
組
み

込
ま
れ
て
い
っ
た
」
と
一
言
う
。

建
築
ば
か
り
で
な
く
、
土
木
構
造
物

で
も
同
様
に
3
次
元
C
A
D
の
使
用
が

広
が
っ
て
き
て
い
る
。
ダ
ム
や
ト
ン
ネ

ル
な
ど
、
土
木
工
事
で
は
さ
ま
ざ
ま
な

発
注
者
の
意
識
改
革
や
人
材
育
成
が
不
可
欠

l
c
Tを
核
に
現
場
の
生
産
性
や
品
質
向
上
が
進
む

国土交通省が策定した12~16年度の技術基本計画は、

「建設生産システム改善」を重点プロジェク卜の一つに

位置付げた。公共事業の計画から調査・設計、施工、維

持管理、更新に至るまでの一連の過程で、 1CTを駆使
して各種情報の一元化と業務改善を進める計画。現場の

生産効率を高めながら、インフラの品質確保や環境性能

の向上、トータルコストの縮減を目指していく。

建設生産システム改善プロジェクトの柱には、建築分

野で導入が進むB1Mの要素を取り入れたC1Mの具現
イじを掲げている。

施工段階では 1CTやロボット技術などを活用した情
報化・無人化施工の高度化を進めるとともに、産学官連

携による関連技術の研究開発を推進する。こうした取り

組みによって施エの効準化、品質の均一化と向上を促す

ほか、仁〉熟練技術者不足への対応マ現場の安全性向上じ〉

二酸化炭素 (C02 )発生量の抑制b維持管理の合理化
じ〉技術競争力の強化仁〉災害対応の迅速化 といった副次

的効果も得られると国交省はみている。

持続可能なシステム実現ヘ
C 1Mについて国交省は13年度、直轄工暮雪で試行導入を開
始した。 12年度に行った3次元設計モデル事業を対象に実施

ー し、施工現場での業務効率化などの効果を検証する。設計段

著苔階では、 3次元モデルなどによって、関係者闘の打ち合わせ
芝五時の相互理解の促進や情報共有による作業効半の向上、干渉

例~チェック、不整合個所の確認、設計ミスの防止といった効果
基が確認できたという。

本 14年度予算の概算要求では、 「次世代インフラマネジメン
トシステムの構築」に前年度比2割増の30億円を計上した。

至:_J.C 1 Mの試行事業の実施やモデル構築を進めるほか、維持管
PI 理や災害調査・応急復旧で活用できるロボットの開発・実用
問化、情報インフラの高度化などに取り組む。

の 建設生産システム改革の取り組みについて、国交省は 113
年度末をめどにプロジェクトの推進体制や今後の事業スキー

重ムを固め、日年度からより具体的な活動に入るJ (技術調査
b 課〕という。

~~... 1 CTを柱とした技術・システムの一般化について、施工
vず主俸となる建設会社には「民間主導でコスト負担やルールづ

/ くりなどの問題を解決するにはハードルが高すぎるJ (ゼネ
ロコン関係者)とt¥った意見も目立つ。単なるツ←ルや仕組み
などの環境整備にとどまらず、使い手側のニーズに合致した

持続可能な建設生産システムの実現に向け、国のリーダーシ

ツプへの期待が高まっている。

の
認
証
取
得
な
ど
、
品
質
の
改
善
・
向

上
に
向
け
て
従
来
の
生
産
管
理
シ
ス
テ

ム
を
変
革
す
る
動
き
が
広
ま
っ
た
。

建
設
産
業
は
屋
外
で
の
一
品
受
注
生

産
が
基
本
。
施
工
を
手
掛
け
る
建
雲
亘

社
は
各
地
に
多
数
の
工
事
現
場
を
持

つ
。
場
所
が
変
わ
れ
ば
働
く
人
も
、
使

『
つ
技
術
や
資
機
材
も
変
わ
る
た
め
、
製

造
業
の
よ
う
な
画
一
的
な
生
産
シ
ス
テ

ム
の
構
築
が
難
し
い
。

現
場
条
件
や
作
業
環
境
が
異
な
る
中

で
も
、
建
設
会
社
は
品
質
向
上
や
作
業

効
率
化
の
仕
組
み
を
標
準
化
・
体
系
化

し
、
現
場
の
業
務
の
改
善
を
推
進
。
工

種
別
に
作
業
方
法
や
約
束
事
な
ど
を
マ

ニ
ュ
ア
ル
化
す
る
こ
と
で
品
質
や
事
故

の
リ
ス
ク
を
抑
え
、
ど
の
現
場
で
も
一

定
以
上
の
品
質
を
確
保
で
き
る
体
制
づ

く
り
に
取
り
組
ん
で
き
た
。

個
々
の
理
局
で
生
み
出
さ
れ
た
よ
り

良
い
作
業
方
法
や
改
善
点
は
関
係
者
間

で
共
有
し
、
他
の
現
場
に
も
展
開
。
全

な
ど
推
進

建
設
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
生
産
性
や
品

質
を
高
め
る
た
め
の
シ
ス
テ
ム
改
革
と

併
せ
、
建
設
会
社
に
は
設
計
・
施
工
分

野
で
の
技
術
革
新
へ
の
対
応
も
求
め
ら

れ
る
。そ
の
流
れ
の
一
つ
に
、

C
A
D
の
普

及
な
ど
、

I
T化
の
取
り
組
み
が
挙
げ

ら
れ
る
。
パ
ソ
コ
ン
の
普
及
や
イ
ン
タ

ー
ネ
ッ
ト
環
境
の
整
備
に
伴
い
、
建
設

生
産
の
現
場
で
も
I
T
化
が
急
速
に
進

ん
だ
。設
計
図
な
ど
の
デ
i
タ
の
電
子
化
に

よ
っ
て
、
企
画
・
設
計
か
ら
施
工
段
階

ま
で
情
報
が
円
滑
に
流
れ
、
共
有
化
も

進
む
と
同
時
に
、
デ
ー
タ
の
加
工
や
再

利
用
も
容
易
に
行
え
る
よ
う
に
な
っ

た
。
作
業
前
の
「
段
取
り
」
が
重
要
視

さ
れ
る
建
設
現
場
で
は
、

I
T
ツ
l
ル

の
活
用
に
よ
っ
て
作
業
前
の
調
整
・
確

認
を
素
早
く
確
実
に
行
う
こ
と
が
で

き
、
品
質
向
上
と
業
務
の
効
率
化
に
つ

な
が
る
。
建
設
生
産
物
が
多
様
化
・
複
雑
他
し

自
然
の
地
形
に
合
わ
せ
て
構
造
物
を
造

る
た
め
、
図
面
と
現
地
の
状
況
を
整
合

さ
せ
る
ニ
!
ズ
は
高
い
。
あ
る
ゼ
ネ
コ

ン
の
土
木
技
術
者
は
「
自
然
が
相
手
だ

か
ら
現
場
作
業
を
進
め
る
過
程
で
想
一
疋

外
の
問
題
も
発
生
す
る
。

3
次
元
で
可

視
化
す
る
こ
と
で
問
題
へ
の
最
適
解
に

棄
早
く
到
達
で
き
、
手
戻
り
も
な
く
せ

る
」
と
話
す
。

口

口

• 

I
T
ツ
l
ル
に
よ
る
現
場
の
ま
産
シ

ス
テ
ム
改
革
は
、
さ
ま
ざ
ま
な
業
務
・

作
業
を
飛
躍
的
に
改
善
す
る
可
能
性
を

秘
め
る
一
方
、
解
決
す
べ
き
課
題
も
少

な
く
な
い
。

設
計
図
な
ど
の
3
次
元
モ
デ
ル
の
作

成
に
か
か
る
手
間
も
そ
の
一
つ
だ
。
現

場
ご
と
の
一
品
生
産
の
た
め
、
そ
の
都

度
新
し
い
モ
デ
ル
を
作
成
す
る
必
要
が

あ
る
。
あ
る
ゼ
ネ
コ
ン
の
経
蛍
企
画
担

| 施工の実施 1 

当
者
は
「
費
用
対
効
果
を
考
え
る
と
、

3
次
一
必
モ
デ
ル
を
す
べ
て
の
現
場
に
適

用
で
き
る
段
階
に
は
な
い
」
と
指
摘
。

発
注
者
が
生
産
シ
ス
テ
ム
の
高
度
化
に

理
解
を
示
し
、
そ
の
費
用
を
予
算
化
す

る
と
い
っ
た
意
識
改
革
が
必
要
だ
と
み

る。
現
場
で
実
際
に
作
業
に
当
た
る
専
門

工
事
業
者
の
I
T
ツ
ー
ル
へ
の
習
熟
も

課
題
に
な
る
。
建
設
業
界
で
は
技
能
者

の
高
齢
化
と
人
材
不
足
が
深
刻
化
し
て

い
る
。
高
度
化
す
る
生
産
シ
ス
テ
ム
に

対
応
で
き
る
人
材
の
確
保
・
育
成
は
喫
一

緊

の

課

題

だ

。

一

近
年
、

I
C
T
(情
報
通
信
技
術
)

を
活
用
し
た
情
報
化
施
工
や
ロ
ボ
ッ
ト

技
術
の
導
入
な
ど
の
動
き
も
広
が
り
つ

つ
あ
る
。
次
世
代
型
の
建
設
生
産
シ
ス

テ
ム
の
構
築
に
向
け
、

B
I
M
(
ビ
ル

デ
ィ
ン
グ
・
イ
ン
フ
ォ
メ
ー
シ
ョ
ン
・

モ
デ
リ
ン
グ
)
や
C
I
M
(
コ
ン
ス
ト

ラ
ク
シ
ョ
ン
・
イ
ン
フ
ォ
メ
ー
シ
ョ
ン

・
モ
デ
リ
ン
グ
)
の
取
り
組
み
も
活
発

化
し
て
い
る
。

新
時
代
の
ニ
ー
ズ
に
対
応
す
る
た

め
、
発
注
者
、
設
計
・
施
工
者
、
専
門

工
事
業
者
が
一
体
と
な
っ
て
建
設
生
産

シ
ス
テ
ム
改
革
を
推
進
す
る
こ
と
が
求

め
ら
れ
て
い
る
。

3.毎日
6.中日
9.伊勢
12.日刊工業
15.日本海事

【建設ICT】
1.日経 2.朝日
4.読売 5.岐阜
7.産経 8.静岡
10.中部経済 11.建通
13建設通信 14信濃毎日
⑬建設工業{第ユ若干)
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